
は じ め に

　我が国は、人口急減や少子化、超高齢化、都市間競争の激化等のグローバリゼーションの進展、
巨大災害の切迫、インフラの老朽化、地球環境問題、ICTの劇的な進歩等の技術革新の進展など、
多様かつ重大な課題に直面している。

　これらの我が国が直面する課題に対し、交通の分野で政府を挙げて取り組むため、2013年11月27
日に交通政策基本法（平成25年法律第92号）が成立し、同年12月４日に公布・施行された。そして、
同法第15条に基づき、交通に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、2020年度までを計
画期間とする交通政策基本計画が2015年２月13日に閣議決定された。

　同法第14条においては、政府は、毎年、交通の動向及び政府が講じた施策に関する報告並びに講
じようとする施策についての文書（以下「交通政策白書」という。）を国会に提出しなければなら
ないこととされている。この規定に基づき、交通政策白書は、2015年以降毎年、閣議決定の上で国
会報告されており、これは5度目の交通政策白書である。

　今回の交通政策白書の第Ⅰ部「交通の動向」においては、交通を取り巻く社会・経済の動向、各
分野の交通の輸送量・ネットワーク・交通事業等の動向について、できる限り多くのデータを用い
て、整理・分析して示した。
　また、第Ⅱ部「モビリティ革命～移動が変わる、変革元年～」においては、MaaS（Mobility as a 
Service）や自動運転といった新たなモビリティサービスや交通分野における様々な先進事例が生
み出される背景について考察した上で、先進的取組の動向について紹介した。
　そして、第Ⅲ部及び第Ⅳ部においては、交通政策基本計画に掲げられた施策ごとに、2018年度に
講じた施策及び2019年度に講じようとする施策を整理した。これらは、交通政策基本計画の進捗状
況のフォローアップとしての意義を有するものであり、同計画に掲げられた数値指標の進捗状況も
含め、可能な限り詳細に記述することとした。

　我が国が直面する経済面・社会面の大きな変化に的確に対応し、将来にわたって国民生活の向上
と我が国の発展をしっかりと支える交通体系を構築していくために、今後、交通政策基本法の示す
交通政策の基本的な方向性を十分に踏まえた上で、引き続き、交通政策基本計画を着実に実施して
いくことが必要となる。そして、計画の実現に当たっては、交通政策基本法に示されているとおり、
国、自治体、交通関連事業者、交通施設管理者、利用者、地域住民等の幅広い関係者が、十分な連
携・共同の下に取り組んでいく必要がある。本白書がこれらの取組を円滑かつ的確に進捗させるた
めの一助になることを強く期待するものである。


